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はじめに

　島根における地域経済をいかに発展させるべきかについて、これまでにもさ

まざまな議論や取り組みが行われてきている。ただし、それは地方拠点都市整

備や中海連環都市圏構想などに見られるように地域経済圏において都市機能を

充実していき、それを圏域全体に波及させていくという考え方を軸とした計画

や構想である。

　こうした考え方にもとづいた計画や構想がたいせつであることはいうまでも

ないが、ここでは地域産業をいかに発展させるかということを直接的に取り上

げることにする。いわは、産業論的視角から地域経済の発展を考えるというも

のである。本稿の課題は、島根地域産業の現状と地域産業政策のあり方にっい

ての試論を提示することである。

　以下では、まず第1に、2010年に向けての島根地域経済の課題といくっかの

地域経済圏構想の特徴を提示する。第2．に、島根地域産業の現状と地域産業政

策のあり方について説明する。そして第3に、島根地域産業政策の重点の一つ

であるソフトビジネスパーク構想の紹介と若干のコメントを行っていく。

第1節　2010年に向けての島根地域経済の課題

（1）20てO年に向けての日本経済

日本経済の展望を考えるタイムスパンはいろいろ設定できるが、現時点にお
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いて具体的イメージを持つ場合、2010年を目標年次とすることが1990年代に入っ

てから行われるようになっている。1991年には経済審議会の2010年委員会が世

界と日本の中長期的展望に関する『2010年への選択』1）を出しており、1994

年には産業構造審議会が出した『21世紀の産業構造』2）においても2010年に

おける産業構造に関するさまさまな予測を行っている。

　『2010年への選択』では、2010年に向けての日本経済社会の課題として、①

国際杜会にしめる存在の増大、②人口動態の変化、③ゆとりと豊かさへの志向

の高まり・④科学技術の進歩と情報化g進展を上げている・そして・2010年ま

でを前半と後半に分け、人口⑧労働力人口と環境⑧資源エネルギー制約の少な

い前半に後世への準備がどれだけできるかが重要であるとしている。2000年代

にはこうした制約条件がたいへん厳しくなると予想しているのである。

　『21世紀の産業構造』では、生産額べ一スで1992年～2000年が30％、2010

年までが2．3％の伸びを予測し、付加価値額べ一スでそれぞれ3．1％と2．4％の伸

びを見込んでいる。就業構造で見ると、1992年の6，546万人が、2000年では6，9

91万人、2010年では6，984万人になると予測している。しかし、合計約590万人

（1992～2000年）、約480万人（2000～2010年）の就業者が増大する産業があり、

他方で合計約150万人（1992～2000年）、約490万人（2000～2010）の就業者が

減少する産業も出てくるため、各産業間では相当な就業者の移動が見られると

している。増大するとしているのは、「産業関連サービス」、「生活関連サービ

ス」、「教育⑧医療⑧公共」で、減少するとしているのは「流通⑧運輸」「製造

業」である。

　さらに職種構成を見ると、就業構造の変化から次のようになると予測してい

る。知識⑧専門的職業従事者は引き続き幅広い産業で増大し、構成比も1990年

の113％から2000年で165％、2010年で211％になるとしている。管理的職業

従事者はこれまで増大してきたが、I　T（インフォメーションテクノロジー）

1）経済企画庁総合計画局編『2010年への選択』大蔵省印刷局、1991年。

2）通商産業省産業政策局編『21世紀の産業構造』通商産業調査会、1994年。
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による効率化などの影響で漸減し、事務従事者はサービス化、高齢化、女性化

などの動向により2010年まではこれまでのような伸びはないが、絶対数で減少

することはないとしている。その他では、営業従事者とサービス職業従事者は

漸増、販売従事者、農林漁業作業者、技能工⑧生産工程従事者、運輸⑧通信従

事者は減少傾向にあると予測している。

　（2）グローバル経済下での地域経済圏構想と島根地域経済

　さて、島根地域経済に目を転じる。島根地域の特徴を簡潔に表現すると、過

疎化⑧高齢化が進行する縁辺地域であるとなろう。日本経済全体がこれまでの

経済構造からの変革を迫られていることを紹介したが、島根地域経済にとって

も変革を行う必要性は高いのである。

　島根地域経済の活性化を実現するために必要とされる様々なレベルでの経済

圏構想にっいて整理する。第1は、島根あるいは山陰地域レベルの経済圏構想

である。一っは出雲⑱松江と浜田⑧益田の「地方拠点都市地域」である。これ

は、1992年に公布されたいわゆる地方拠点都市法にもとずいて都市機能の集積

や居住環境整備事業を重点的に実施しようとするものであり、その指定をめぐっ

ては島根でさまさまな糸子余曲折があったものである。3）いずれにせよ、指定が

行われ具体的に整備が進められていくであろうが、全国で一巡目だけで44地域

がすでに指定され、二巡目の予定まで含めると70地域が指定されるということ

から、どれだけの効果があるか疑問視する声がはやくもある。もう一っは中海

連環都市圏構想、中海⑧宍道湖連合都市圏構想、島根県長期計画の宍遣湖⑧中

海圏及び浜田⑧益田都市圏構想といった圏域構想である。これらはいずれも、

都市の連携による圏域の活性化を目的としている点で共通している。今後、鳥

取県側との協力関係が本当に実質化するのか、日本海国土軸構想だけでなく、

次に述べる地域連携軸構想との関係、さらには環日本海経済圏構想との関係な

3）保母武彦「『地方拠点都市』指定をめぐる島根の課題」『自治研島根』（No．309）

　　1994年10月号。
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どを踏まえた意味のある議論が求められる。．

　第2は、広域経済圏レベルの議論である。島根地域経済に関連するものとし

て中国⑧四国地域連携軸構想が上げられよう。これは、2010年を目標年次とす

る第五次全国総合開発計画策定作業の中で、行政区域を越えて地域が交流」

様々な機能を分担しあう構想の一つである。すでに、「米子～岡山～高松～高

知」と「浜田～松江～広島～松山～高知」が1994年の秋に国土庁の地域指定を

受け、連絡会も関係自治体で設立している。削者は海の利用、活用及び産官学

の研究所などの交流、後者は生活環境、福祉、文化鰯リクリェーションを重点

テーマとして調査することになっている。4）こうした地域連携軸構想がクロー

スァソプされる前に盛んに議論されてきた日本海国土軸構想は、島根地域経済

活性化という観点で見るとどれだけのインパクトがあるのかは現在のところま

だ不鮮明である。どちらも広域的な視点を有しており、島根地域経済活性化に

とって重要な視点を提供するものである。

　第3は、国際的な経済圏構想のレベルである。環日本海経済圏構想5）は、

1980年代後半から議論が盛んになり、具体的な交流や取引が進み始めている。

こうした対岸諸国（中国、朝鮮半島、極東ロソア）との交流を進めるに当たっ

ての島根地域経済の位置つけを明確にすることはこれからの課題である。例え

は、鳥取県が進めているFAZを島根県としてさらに積極的に位置つける必要

がある。資源の輸入だけでなく輸入した資源の加工を行う製造業や人的交流や

取引をサポートするサービス業の拠点としてFAZをどう活用するかである。

また、中国等との窓口になる事務所を両県で何らかの形で共同化するような取

り組みも必要であろう。いわば、島根地域経済を山陰地域経済としてのイメー

ンを形成し、対岸諸国地域との交流を進めていく必要があるのではないか。さ

4）『日本経済新聞』1995年1月15日付。

5）中国地域の環日本海経済圏交流にっいては、中国地域産業活性化センター編『中国地域

　　（日本海沿岸地域）の対岸諸国に対する国際交流の促進方策調査報告書』1992年3月、

　　通商産業省中国通商産業局編『創知化ノススメー中国地域経済活性化策報告書一』1994

　　年9月、第6章を参照。島根県の環日本海交流にっいては、内藤正中編『島根県の環日

　　本海交流一地域からの国際化一』今井書店、1993年を参照。
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らに洩島根地域や山陰地域独自の取り組みも必要であるが、それには限界があ

る。島根地域が日本のとの地域と深くつながっているかが問題となる。このと

き、やはり関西経済圏との関係あるいは西日本経済圏ともいうべき地域の中で

の位置づけの明確化が必要となってくるであろう。

　以上、簡単にさまざまなレベルの地域経済圏構想を見てきたが、ますますグ

ローバル経済化する中で、それぞれの経済圏を構想し具体化していかなければ

ならない段階にきている。つまり、この視点抜きには、どのレベルの経済圏構

想もまったく不十分である。

第2節　島根地域産業の現状と地域産業政策

　（1）島根地域産業の現状

　島根地域産業の構造は、これまでずっと日本の産業構造の変化を後追いして

きた。っまり、日本経済の成長と連結してきた産業構造の変動の波にっねに遅

れてきたということである。産業構造を就業者構成で見ると、1990年における

日本全体の産業構造は第一次産業が71％、第二次産業が333％、第二次産業

が59．0％であるのに対して、島根県は第一次産業が15．6％、第二次産業が31．4

％、第三次産業が529％となっている。このように、第　次産業の比率が高く、

第三次産業の比率が相対的に低いのである。6）

　第二次産業のうち製造業を1991年で見ると、製造業出荷額が1兆320億円（一

工場当たり3億9，603万円）で、付加価値率が422％、一人当たり付加価値生

産額は639万円である。同年の全国の数字はそれぞれ340兆8，346万円（7億9，188

万円）、47．2％、1，189万円であり、島根県の製造業の水準の低さが確認でき

る。7）次に第二次産業のうち商業について1991年で見ると、商晶販売額が1兆

6）総務庁編『国勢調査報告』1992年。

7）通商産業省編『工業統計表』1992年版。
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9，452億円で、うち卸売業販売額が1兆1，756億円、小売業販売額が7，696億円で

ある。全国の数字はそれぞれ1，170兆9，235億円、573兆1，647億円、140兆6，381

億円であり、卸売業と小売業の販売額比率から島根県の卸売機能の弱さが見て

とれる。8）

　では、島根地域産業の特徴をさらに製造業と産業支援サービス業に絞って指

摘する。製造業の特徴として、第1に少数の中核企業と系列企業群の存在が上

げられる。これらの企業クループとその下請け企業群は技術集積度もかなり高

く、島根地域産業の中では全国水準の企業活動を展開しているといってよい。

日立金属（安来工場）や二菱農機なとを中核企業とする一群の諸企業である。

　第2に、この地方の資源を使用した生産を行ってきた地場産業の存在がある。

石州瓦産業のようにかなり中小企業集積が進んでいる地場産業もあれは、あま

り集積は行われていない食晶加工業や木製晶⑧家具製造業のような地場産業も

ある。

　第3に、いくっかの部晶産業が島根県下一円に存在している。例えは、電子

部晶産業や自動車部晶産業、および鋳物産業である。電子部晶産業や自動車部

晶産業における各企業の多くは、県外の特定の大企業の下請け企業であり、産

業として独自の集積があるわけではない。また、部晶ではないが、賃加工型下

請の特徴を有する衣服⑧繊維製晶製造業がある。さらに、これらの産業では誘

致されてきた企業によって構成されている側面が強いというのも特徴である。

　ちなみに鋳物産業も県外の大企業からの受注によって生産を行っているが、

製晶が自動車部晶、産業機械器具、工作機械、船舶用内燃機械、農業用機械な

ど向けに使用され、鋳物産業としては幅広い産業と関係を有している。鋳物企

業は1963年の前川鋳工造機をはじめとして11杜が大阪と広島から進出してきた。

半数が1960年代から進出してきた誘致企業であり、企業規模は鋳物産業として

は全国的に見ても相対的に大きく、生産性も高いという特徴を持っている。こ

のため、銑鉄鋳物生産量でみた島根県の全国にしめるシェァも1970年には08

8）通商産業省編『商業統計表』1992年版。
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表1　島根県産業支援サービス業の事業所⑧従業員数

葉棚（小区分） 邪災所数 従葉荷数
耶葉所当り

構成比彫 従業者数
平均隼令闘

総合リース薬 9 2．8 4．6人 44．8

産薬n鵬械器貝賃貸業 6 6．O 14．8 42，5

弓嚇岬機械器具贋貸業 工0 142 9．5 14．2 35．6

ソフトウェア業 41 522 35．0 12．7 29．4

備報処理サービス業 7 198 13．3 28．3 29．0

情報提供サービス業 2 17 ］．1 8．5 35．0

広告代理業 工3 89 6．0 6．8 34．3

デザイン業 4 18 1，2 4．5 31．7

デイスプレイ薬 10 92 6．2 9，2 34．4

経呂コンサルタント業 6 39 2．6 6．5 36．3

機滅修珊薬 9 34 2．3 3．8 40，9

機械設討業 5 85 5．7 17．0 36，9

歴災㎜設鮒沈浄薬 ■ 一 ’
■　一

非破壊検査業 1 12 0．8 12．0 40．4

エンジニァリング業 3 28 1．9 9．3 40．4

自然科学研究所 2 3 0，2 工．5 34．7

その他（分類不能） 9 81 5．4 9．0 36．6

合　　　計 137 1，490人 1Ω0．O 10．9人 33．1

出所）島根県中小企業振興公社、⑧中小企業情報センター編『産業支援サービス実

　　　態調査報告書』1992年3月、10ぺ一ソ、表4。調査時点は、1992年1月1
　　　日。

％であったが、1990年には33％まで上昇し、生産量べ一スで全国11位（工場

数は15位）となっている。9）

　次に、産業支援サービス業を島根県中小企業振興公社⑧中小企業晴報センター

が1992年3月（調査時点1992年1月1日）に出した『産業支援サービス実態調

査報告書』10）で見てみる。この報告書はアンケート方式なので全体像が精確

に描けるわけではないがだいたいの動向はつかめる。県内全事業所に占める出

雲部（県東部）の比率は65％程度だが、産業支援サービス業ではそれがほぼ80

％になっており、しかも県庁所在都市である松江市が全体の50％を占めている。

全体の特徴は表1および図1に委ね、ここではとくに情報サービス業の特徴を

指摘する。情報サーヒス業と回答した企業は42社で、内訳は①ソフトウェア業

9）中小企業総合研究機構編『出雲地域における中小企業集積発展可能性等調査』

　　1994年3月。

10）島根県中小企業振興公杜④中小企業情報センター編『産業支援サービス実態調査報告書』

　　1992年3月。
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　図1　島根県産業支援サービス業の設立年歯資本金

（1）設立年次　　　　　　　　　　　　（2）資本金

　　　　　　　　　　100窮　　　　　　　　　0蝪　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2．6影

1…・舳駆薮

禰綴サービス

デ乎1ン駆鵡搬

一一］全

1舳鱈鰯二二1
賊コ…巨

嬢鰍瞭魔・馳庁

傭鞠サーヒス

ディヌプレイ

鋒習コノサ几

鰯憾錘醐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目図鰯麗嚢鰯鰯□
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　弧1万円600～　1，0①O，2．0n0～3．㎝～5．㎝　　1鐘η　その他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　夫総　1．0①0　　2．O00　　孔OO0　5．㎜　　　万円　　以上　　不明
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　万円兼繍　刀円素髄　万円鉄鱈万n素轟　｝1飽円
　そ　の　炮　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　織

　　　　　匿璽輔岬　　騒嚢舳鮒

　　　　　匿…1附岬　騒愛榊・岬

　　　　　図榊　口榊以1
　　　　　囮醐・・年

　出所）島根県中小企業振興公社⑧中小企業情報センター編『産業支援サービス実

　　　　態調査報告書』1992年3月、8ぺ一ジ、図5および図6。

が33社、②情報処理サービス業が7杜、③情報提供サービス業が2社であった。

これらの企業の従業者数、　事業所当たり従業者数、平均年齢を見ると、①が

それぞれ522人、12．7人、29．4歳、②が198人、28．3人、29．0歳、③が17人、8．5

人、35．0歳であった。ソフトウェア業が産業支援サービス業に占める比率は事

業所数（29．9％）でも従業員数（35．O％）でも高いこと、平均年齢ではソフト

ウェア業と情報処理サービス業で低いことがわかる。こうした特徴を有する島

根県の情報サーヒス業であるが、通産省の『特定サービス産業実態調査報告

書』11）を見ると、事業所数、従業員数、年間売上高のいずれも最下位クラス

11）通商産業省編『特定サーヒス産業実態調査報告書』各年版。
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であることが確認できる。

　こうしたことから、島根地域産業全体の特徴を改めて整理すると次のように

なる。第1は基盤技術力が弱いこと、第2は地域産業を牽引する中核企業が少

ないこと、第3は地域産業臥地域企業間の連関が少ないこと、第4は産業の

サービス化、ソフト化が遅れていることである。いずれも以前より指摘されて

きたことであるが、現在なおこれらの指摘は該当するのである。

　（2）島根地域産業政策について

　では、島根地域産業の局度化を実現するための政策、すなわち地域産業政策

はどのような柱を持つべきであろうか。現時点でいうならば、基本は第1にソ

フト化爾サービス化、情報化、グローバル化への対応、第2は規制緩和への対

応、第3は起業化への支援である。第1は島根地域産業がこうした動向に遅れ

ていることへの対応である。第2は規制緩和による新市場形成の動向への対応

であり、第3は新規開業比率の低下による市場活力の低下を打開」新たな起

業化を促進することである。いずれもこれまでの市場環境が構造的に変化し、

産業構造も大きく変動しつつある動向に島根地域産業としても対応できるよう

な政策が求められているということである。

　また、とくにこれまでの企業系列関係が崩れていくということにどう対応す

るかが重要課題である。つまり大企業が、下請け企業を利用すると同時に技術

カァップをはじめ育成してきた従来の関係から、自力で提案能力を有する企業

だけと取引し、各企業の独自性を容認するかわりにこれまでのような支援も行

わないといういわばドライな関係にどう対応するかが島根地域産業政策にとっ

て重要な問題となっているのである。

　こうした地域産業政策においてインフラ整備は行政の責任部分が多い。例え

ば、情報インフラでは市場における競争環境に情報ネットワークが大きく影響

しているため、この整備が必要とされる。とくに情報技術を有する人材育成促

進や企業の情報ネソトワークヘのアクセス促進なとが重要である。情報技術産

業の蓄積の少ない地方では、行政が当初の段階においてはたす役割は大きい。
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　また、島根地域産業政策において今後の地域産業構造の将来ビジョンを提示

することが必要とされる。これは単に行政が提示すればすむ問題ではなく、産

業側と行政側の意見交換によって形成されるべきものであるし、そのローリン

クも適宜行っていく必要がある。ここでは、現在考えられている戦略産業を例

示しておく。12）戦略産業とは、成長することが地域産業全体の発展に決定的に

重要な役割を果たすと想定される産業である。島根地域産業における戦略産業

として想定されているのは、①ライフ（生活⑧生命）サポート産業、②環境関

連産業、③情報⑧通信⑧ソフト系産業、④産業用財産業の4っである。①や②

は今後の島根地域においても成長の可能性があると想定されるが、③はほとん

と蓄積はないが是非とも必要だと考えられる産業である。④では鋳物産業や電

子部晶産業、自動車部晶産業はグローバル化の中でより高付加価値化が必要と

されている。また島根地域には半導体産業や液晶産業のようなハイテクのかた

まりのような分野は少ない。

　以上、戦略産業の紹介を行ったが、島根地域産業の具体性ある全体ビジョン

を提示し、地域の企業経営者をはじめとする様々な人々が方向性を共有できる

ようにすることが求めらる。また、『島根県長期計画』の第5章第3節「意欲

と創造性に満ちた産業構造の展開」の1　創造的な地域産業をめさした総合的

支援体制の構築1のでは、①地域産業の複合化⑧融合化の促進、②総合的な産

業支援体制の構築、③国際経済交流の促進が施策展開の方向として提示されて

いるが、地域産業構造の具体的ヒンヨンとの関係は提示されていない。とのよ

うな地域産業構造を形成するために支援体制を構築するのかがよくわからない

ようになっている。さらに、支援体制の構築の具体的内容も必要な水準までは

成熟していないように思われる。いずれにせよ、地域産業構造の将来ビソヨン

についての議論がまず必要である。

12）ソフトビソ不スパーク基本構想策定委員会編『ノフトヒソネスパーク基本構想中間報告

　　書』1994年ユ2月。

13）島根県編『島根県長期計画（1994－2010）一豊かで躍動する島根をめさして一【基本計

　　画】』1994年、58～59ぺ一ジ。
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第3節　ソフトビジネスパーク構想について

　（1）ソフトビジネスパーク構想の内容

　ここでは、ソフトビジネスパーク構想を取り上げ検討していく。いうまでも

なくソフトビソ不スパーク構想は『島根県長期計画』の産業政策の目玉とされ

ているものであり、65の戦略プロジェクトうちの2っがこれにあたる。14）まず、

現時点でのソフトビシ不スパークの構想を「ソフトヒソ不スパーク基本構想中

間報告書」（1994年12月19日）15）により紹介する。

　ソフ．トビジネスパーク構想の内容は、ソフトビジネスパークの全体像（図2

参照）とその中核施設として予定されている新産業技術センターの整備構想か

らなっている。前者は、第1に機能構成と導入業種、第2に開発の考え方、第

3にソフトビジネスパークの立地条件、第4にソフトビジネスパークに関連す

る諸施策からなっている。第1の機能構成と導入業種については、①中核施設

である新産業技術センターが担う産業支機能は先端的⑧独創的研究開発、地域

企業の技術局度化及び起業家の支援、産官学の交流ネットワークの拠点が考え

られており、その他に②産業支援サービス（業）機能、③研究開発型企業（機

能）、④情報収集発信の拠点機能、⑤ネットワーク機能が必要としている。第

2の開発の考え方については、基本方針として①景観への配慮、②ハラェティ

に富んだ企業用地の確保とセキュリティヘの配慮、③高度情報通信基盤の整備

を掲げ、開発面積は50ヘクタール程度を予定している。第3のソフトビジネス

パークの立地条件にっいては、①空港、高遠道路へのアクセスが容易、②情報

通信基盤が整備されている、③都市的サーヒス機能がある、④産業集積⑧業務

機能集積がある、⑤高等教育機関との連携がある、⑥良好な住環境があること

としている。第4のソフトビジネスパークに関連する諸施策として、①研究開

発支援機能強化、②起業家精神醸成への支援、③起業家支援金融制度の拡充を

14）島根県編『島根県長期計画（1994－2010）一豊かで躍動する島根をめさして一【戦略プ

　　ロジェクト】』1994年、32～33ぺ一ジ。

15）　ノフトヒソ不スパーク基本構想策定委員会編、前掲書。
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　出所）ソフトビジネスパーク基本構想策定委員会編『ソフトビジネスパーク基本

　　　　構想中間報告書』1994年12月、8ぺ一ソの図。

指摘している。

　次に、後者の新産業支援センターの整備構想であるが、その基本的役割を①

先端的⑧独創的研究開発、②地域産業の技術高度化及び起業化の支援、③産官

学等の交流不ソトワークの拠点の3っとしている。そして、その機能（業務内

容）としては、①先端的働独創的研究開発機能、②技術支援機能、③デザイン

技術支援機能、④起業化支援機能、⑤情報産業育成支援機能、⑥交流機能が必
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要であるとしている。

　（2）ソフトビジネスパークの必要性⑧可能性について

　現時点ではソフトビジネスパーク構想は上述のように考えられているが、こ

こではまずその必要性儘可能性についてコメントする。まず確認しておくべき

事実としてこうしたハイテクパークやヒシネスパークは1980年代に全国で数多

く設立されているということである。これらは通産省などが進めてきたテクノ

ポリス法や頭脳立地法あるいはオフィスァルカティァなとを契機に設立されて

きたのである。こうした動きからすると、島根県の今回の計画は10年以上遅い

わけで、パークの必要性働可能性についての認識をきちんとしておく必要があ

る。

　一般的にいえば、研究開発部門が地方に設立されるかどうかということにな

る。ただし、研究開発部門といってもさまざまなものがあることの理解が必要

である。研究開発は、基礎研究、応用研究、開発に通常分類される。また技術

革新を製晶技術革新と生産工程技術革新に分けることも多い。一般に、製晶化

を前提としている技術開発について、基礎、応用、開発のレベルの区別と関連

や製晶開発と生産工程開発の区別と関連をすることが重要であるとされている。

　こうした「研究開発」にかかわる具体的区別と関連を踏まえ、地方がどのよ

うな分野を担当可能であるかを見極める必要がある。結論的には、地方におけ

る研究開発は一部の応用研究と開発、そして生産工程開発分野に可能性がある。

ただし、1980年代にそれなりの成功を見たのは東尿周辺の自治体なとが設立し

たテクノパニクやビジネスパークであり、それ以外の地方のパークは全体とし

て苦戦を強いられている。また、研究がそれなりに進んでいる分野は最先端の

研究というよりも地域の諸資源を活かした分野が多いことも見ておかなければ

ならない。地元企業の研究開発二一スに応えることはもちろん重要である。

　もう一っ見ておく必要があるのは、製晶の高付加価値化への要請である。と

くに競争がクローハルに展開され、賃金水準が他国と比較して圧倒的に高い日

本国内での製造業が生き残るには、より高付加伍値な製晶を生産するしかない。
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そこで単なる量産機能を有する工場ではなく開発機能を有する工場が必要とさ

れている。実際、量産型の半導体工場でも最先端の生産工程技術開発抜きに工

場の操業は不可能となっている。そこでは数多くの技術者が技術開発に携わっ

ており、長期的に見ると研究開発の地域的ポテンシャルを上げている。島根地

域においてもこうした研究開発機能を有する生産工場をいかに増やしていくか

が重要となる。第1に既存の地元工場をこうした工場にリフレソシュし、第2

にこうした機能を有する工場を誘致することが必要である。

　ソフトビジネスパークは、こうした研究開発二一ズに応える必要がある。そ

れは単にパーク及ぴその周辺だけでなく、全県的レヘルの課題に対応しなけれ

ばならない。ソフトビジネスパークの可能性は、時期的にいっても島根地域の

条件からいってもかなり不利な側面があることを理解しながら、このプロジェ

クトの成功が島根地域産業の活性化に大いに寄与するという視点を持っことか

ら切り開かれるのではないだろうか。

　（3）ソフトビジネスパーク構想についての若干のコメント

　中間報告の段階であるが、構想についてはさまざまな側面についてすでに検

討が行われている。とくにこの構想を実現することの難しさと必要性について

の理解が報告を出した委員会レヘルではそれなりにあり評価できる。以下では、

このことを踏まえながらも、構想についての概括的コメントを行うこととする。

　第1に、ソフトビジネスパークを成功させるには大変な努力が必要である。

1980年代にテクノパーク、ハイテクパーク、ビジネスパーク、ソフトパークな

とが全国に次々に設立されたが、目標を十分達成できたものは少ないというの

が一般的評価である。そうした中で、島根県ではこれから設立していこうとい

うのであるから、これまでの多くの事例をよく研究し教訓をくみ取る必要があ

る。っまり、こうしたパークは首都圏では研究所や企業の開発部門の進出に成

功しているケースがあるが、それ以外の地域では十分な進出を得ることは難し

いとの自覚が必要である。他方で、進出意欲のある地元情報サービス企業がパー

クに入ることが可能な条件設定も必要である。例えは、区画、実験室なとの分
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譲、販売、貸与、区画面積の大きさ、資金援助、信用保証といった側面である。

結論的にいえば、産業立地戦略と粘りづよい立地促進活動が必要であるという

ことである。また、開発面積が50ヘクタールであり、最近の他地域の類似の計

画よりかなり大きな規模で検討されている。この点もパークヘの進出企業をど

れだけ確保できるかと関連して課題となる。

　第2に、これまでの工業技術センタ、中小企業膚報センタ、しまね技術

振興協会といった諸機関を新産業技術センターにとのように組み込むのか、あ

るいは関連づけるのかという点の具体的検討は重要である。例えば、それぞれ

の業務内容の洗い出し、再編成はもちろん、役割分担をどのようにするのかの

検討である。既存の諸機関の再編成だけではすまないのであるから、研究者と

職員の増員がとれだけ可能となるかも課題となる。また、県の商工政策の諸メ

ニューとソフトビンネスパークや新産業技術センターの業務との関連、県内の

他の研究機関や工業団地との役割分担や関連づけなども解決しなければならな

い。

　第3に、先端的⑧独創的研究を行うための人材確保や研究者の水準向上、大

学をはじめとした研究機関や企業との交流の具体的進め方など解決すべき課題

は多い。これまで工業技術センターやしまね技術振興協会での経験はもちろん

重要であるが、先端的⑧独創的研究の推進ということになれは、これまでより

一段上の行政水準が必要である。例えば、研究テーマの設定や研究者の選任、

さらには研究期臥研究資金などの決定を誰がどのように行うか、研究期間中

の中間報告や終了後の成果をどのように評価し公表するのか、研究成果の帰属

（知的財産権問題の解決）をどのように決定するかなどである。さらに、新産

業技術センターに属する研究員の独自の研究テーマと要請される研究テーマと

の整合性、研究者および新産業技術センターの研究能力の水準維持⑧向上なと

はとくにこれまで以上の対応が必要である。

　第4に、ソフトビジネスパークに入らない情報サービス業など関連産業との

連携の仕方を考えておかねはならない。パークの有する集積利益を県内諸産業

に波及するようにしなければ、設立する意味は半減する。パークが県内企業に
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とって先端技術開発、情報収集⑧交換の大きなインキュベータ（艀化器）にな

り得るかが問われているということである。このことは、今後の地域産業政策

の一つの重要な視点になり続けるに違いない。

　第5に、起業化を行う場合の資金的援助を行いうる仕組みは入念に検討しな

ければならない。融資条件、信用保証など具体的に進める場合、解決しなけれ

ばならない問題は数多くある。公的セクターがどれだけベンチャービジネスに

ついて理解を示せるか、金融機関がどこまでのリスクを負うことになるのかは

たいへん難しい問題であるし、起業家に対する地元産業界の理解も島根地域で

は不十分である。

　第6に、ソフトビジネスパークの評価およびその公表が必要である。島根地

域産業の技術力向上にどれだけ寄与できているかの自己評価と改善提案を必要

なタイムスパンで行うことを、最初から組み込んでおくことが必要である。例

えば、4年に一度、『ソフトビジネスパーク白書』を発刊するとか、「ソフトビ

ソネスパークの到達点と今後の課題⑧方向性」といったンンポシウムを開催す

るとかである。このような社会的注目と批判を仰ぐことは、ソフトビジネスパー

クの長期的発展にとって有益である。

おわりに

　本稿では、島根地域産業の現状とあるべき地域産業政策および、その中でも

重要な政策課題となっているソフトビジネスパーク構想について言及してきた。

率直にいって、島根県では地域産業分析も地域産業政策の形成も遅れていると

いわざるをえない。しか」本稿でも述べたように2000年代あるいは2010年代

の日本経済と島根地域経済の課題は大きい。そこで、島根県としても、地域産

業についての分析を白書のような形で毎年発行し、多くの人々に理解を得るこ

とが必要だと考えられる。また、こうした取り組みは、地域産業政策を形成す

る能力を高めるであろう。すでに地域経済についての白書を発行している県は
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いくっもある。例えば、新潟県は1994年10月に『新潟経済ノート’94』を発刊

し、今後これを年次レポートとして継続発刊するとしている。

　さて、地域産業の現状と地域産業政策について述べてきたが、この小論は簡

単なラフスケヅチにすきない。とくに島根地域企業の特質や中小企業集積がな

されているいわゆる地場産業についての具体的検討を果たしえなかった。この

こと以外にもまだまだ言及すべき点は多い。これらにっいてはまた他日を期し

たい。

補論　地域産業論の課題と方法について

　産業論的視角から地域経済を考えるという地域産業論の課題と方法にっいて

こく簡単にふれておく。類似の製晶分野を生産（サービスを含む）する諸企業

から構成されるのが産業である。したがって、当該する地域で企業行動をして

いる諸地域企業から地域産業は構成される。このとき、地域企業がどのような

特徴を有する企業であるかに留意する必要がある。

　理論的には、現代の産業を構成する企業は、市場における地位はことなるも

のの独立した意思決定主体であることが想定されている。そして、日本全体レ

ベルで考えるときには、外資系企業の存在があるとはいえ、この理論的想定が

現実と大きな観箇吾をきたすということはあまりない。もちろん、産業のクロー

バル化が進展している今日、企業の意思決定がグローバルな視野で行われ、具

体的企業行動もそうしたレベルで実行されていることを考慮すると、グローバ

ル産業レヘルが理論的想定としても必要になってきていることも事実である。

　いずれにせよ、地域産業レヘルでは、理論的前提として、そこで活動するす

べての企業が独立した意思決定主体であるとみなすこと自体に無理がある。地

域に存在する企業として、っぎのような種類がある。第1は、大企業の分工場

や生産子会社働関連会杜、あるいは販売部門や販売子会社鰯関連会社である。

第2は、こうした大企業の下請け会杜あるいは協力会社である。第3に、独立
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した地域の中小企業である。第4に、公的セクターが設立した企業、さらには

第3セクター方式の企業がある。このうち、第1や第2の企業が独立した意思

決定主体であると理論的に前提することはできない。これは、日本の多くの地

域における企業と地域産業の自立性の弱さを示しているといえよう。

　こうしたことをふまえると、産業論の課題と方法は、産業を構成する企業の

競争関係を明らかすることによってその特徴を提示することにあるが、地域産

業論の場合、特徴の提示において自立性がどの程度あるのかを明らかにするこ

とが求められよう・このとき分析方法とユして・地域における企業の独立性がど

の程度あるかの検討は決定的に重要である。


